
石巻市公告第１３６号 

 

入  札  公  告 
 

制限付き一般競争入札を執行するので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「令」と

いう。）第１６７条の６の規定により、下記のとおり公告する。 

 
平成３１年４月１５日 
 

石巻市長 亀 山   紘 

 

記 

１ 制限付き一般競争入札に付する事項 

(1) 工 事 名  市営蛇田住宅ほか１か所解体工事 

(2) 工事場所  石巻市蛇田字新東前沼１４２番ほか１か所 

(3) 工  期    契約日から平成３１年７月３１日まで 

(4) 予定価格  ５，６２９，０００円（消費税及び地方消費税を除いた額） 

(5) 工事内容 

    住宅解体 

蛇田住宅（２棟） 

木造平屋建て 延べ面積３７．２６㎡ 

木造平屋建て 延べ面積６２．９２㎡ 

新橋住宅（３棟） 

木造平屋建て 延べ面積３４．７８㎡ 

木造平屋建て 延べ面積３４．７８㎡ 

木造平屋建て 延べ面積３４．７８㎡ 

電気設備・機械設備撤去 

 (6) 支払条件  前金払、中間前金払及び部分払 有 

(7) 入札方法  制限付き一般競争入札（石巻市制限付き一般競争入札実施要綱（平成２０年石巻市

告示第１２５号）第４条第２項第２号に規定する入札後資格審査型） 

(8) 消費税及び地方消費税の税率 

    この工事に係る消費税及び地方消費税の税率については、８％とする。 

 

２ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

  (1)  入札日（開札日）において、次に掲げる全ての要件を満たしているものであること。 

① 石巻市契約規則（平成１７年石巻市規則第５７号。以下「契約規則」という。）第３条第２項

に定める競争入札参加資格承認簿に登録され、石巻市内に本店を有する者 

② 承認簿に「解体工事」の登録がされている者 

③ 経営事項審査結果の「解体工事」の総合評定値が５３０点以上である者 

④ 建設業法（昭和２４年法律第１００号）の規定に基づき、次のいずれにも該当する主任技術者

又は監理技術者（以下「技術者」という。）を本工事現場に配置できる者  

ア 建設業法の規定により専任で技術者を配置することが必要な場合にあっては入札日（開札

日）の前日から起算して３か月以上前から（ハローワークを通じた新規雇用の場合は入札日

（開札日）の前日において）引き続き当該入札参加業者と直接的な雇用関係にある者、それ

以外の場合にあっては入札日（開札日）の前日から引き続き当該入札参加業者と直接的な雇

用関係にある者 



イ 本工事の契約工期の初日において、本工事と他の工事の現場の技術者を兼ねることができ

る場合を除き、他の工事の現場に技術者として配置されていない者 

ウ 監理技術者については、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を取得している者 

(2) 次に掲げる者は、入札に参加することができない。 

① 入札後資格審査用一般競争入札参加申請書に関して、入札参加資格を有する条件を満たさない 

者 

② 令第１６７条の４に規定する者 

③ 石巻市競争入札参加資格者指名停止等措置要綱（平成１７年石巻市告示第１８０号）第２条第

１項の規定による指名停止又は同要綱第１２条第１項から第３項までの規定による指名回避を受

けている者 

④ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てがなされた者。ただ

し、同法に基づく更生手続開始の決定を受けた者が、その者に係る更生計画認可の決定があった

場合にあっては、当該申立てがなされていない者とみなす。 

⑤ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなされた者。ただ

し、同法に基づく再生手続開始の決定を受けた者が、その者に係る再生計画認可の決定が確定し

た場合にあっては、当該申立てがなされていない者とみなす。 

⑥ 同一の技術者を重複して複数の工事の技術者に配置予定とする場合において、他の工事を落札

したことにより、配置予定の技術者を本工事現場に配置することができなくなった者 

⑦ 石巻市入札契約に係る暴力団等排除要綱（平成２０年石巻市告示第２６８号）別表各号に規定

する要件に該当する者 

⑧ 業務全般に関し、不正又は不誠実な行為の疑いにより、地方公共団体が契約を締結するに、不

適当な相手方に該当するおそれがある者 

 

３ 入札日程 

手 続 等 期間・期日・期限 場 所 等 

入札後資格審査用一般

競争入札参加申請書の

提出期限（持参による。） 

平成３１年４月２５日（木） 

 午後５時（持参による。） 
総務部管財課契約グループ 

 

入札日（開札日） 平成３１年５月８日（水） 

午後１時４０分 
石巻市穀町１４番１号 

石巻市役所４０１会議室 

入札参加資格審査書類

の提出期限（持参によ

る。） 

平成３１年５月９日（木） 

  午後５時（持参による。） 

（後記１０(2)参照） 

総務部管財課契約グループ 

 

 

設計図書等の閲覧及び

複写 

平成３１年４月１５日（月）から 

平成３１年５月７日（火）まで 

市役所４階閲覧室 
※閲覧期間中、次のところで有
料で複写することができる。 

㈱ナリサワ 

石巻市駅前北通り二丁目12番27

号 

電話番号0225-95-4165 



設計図書等の貸出  ※設計図書等の閲覧、複写のほ

か、貸出も行います。希望者は、

事前に管財課へ連絡のこと（申

込順に各時間１社とします。）。 

貸出時間 

①午前９時～午前１１時３０分 

②午後１時～午後２時３０分 

③午後３時～午後４時３０分 

※閲覧のみは予約不要 

設計図書等に対する質

問の受付 

平成３１年４月１５日（月）から 

平成３１年４月２３日（火）まで 

総務部管財課契約グループ 

（ＦＡＸ送信可） 

回答書の閲覧 平成３１年４月２４日（水）から 

平成３１年５月７日（火）まで 
市役所４階閲覧室 

初日のみ午後１時から午後５時

まで 

（注）１ 上記期間にかかわらず、土曜日、日曜日等石巻市の休日を定める条例（平成１７年石巻市

条例第２号。以下「休日条例」という。）に規定する休日は、設計図書の閲覧等を行うことは

できない。 

２ 設計図書の閲覧、質問の受付等を行うことができる時間は、午前８時３０分から午後５時

まで（正午から午後０時４５分までを除く。）とする。 

３ 入札公告の開始日から設計図書等に対する質問への回答の閲覧開始日までの期間内に、設

計図書等の訂正及び追加を行う場合がある。入札に参加する者は、閲覧図書等で設計図書等

の訂正及び追加内容を確認するとともに、質問への回答を確認の上、入札書を提出すること。 

 

４ 入札参加申請 

本公告に示した入札に参加しようとする者は、前記３に示す期限・場所等を厳守し、入札後資格審

査用一般競争入札参加申請書を持参により提出すること。 

なお、本公告の申請及び入札参加資格審査書類の提出に係る費用は入札参加申請者の負担とし、提

出された書類は返却しない。 

 

５ 入札保証金に関する事項 

入札保証金は、免除する。 

 

６ 工事費内訳書の提出 

(1) 初度の入札の際、入札書に記載されている金額と一致している工事費内訳書を提出すること。 

(2) 工事費内訳書の様式は自由であるが、工事名、商号又は名称を明記し、内容については、数量、

単価、金額等を最低限記載すること。「一式」と表示していない項目を「一式」と記載したものや

工事費内訳総額を算出後、値引き・端数調整しているものは無効とする。 

(3) 工事費内訳書は、返戻しない。 

 

７ 最低制限価格 

本公告の工事については、契約の内容に適合した履行を確保するため最低制限価格を設定する。そ

のため、最低制限価格を下回る入札をした者は、失格となる。 

 

８ 入札の回数 

(1) 石巻市建設工事予定価格事前公表の試行に関する要綱（平成２４年石巻市告示第２３１号）第５

条の規定により、入札執行回数は１回とする。 

(2) 予定価格を上回る入札をした者は、失格とする。 

(3) 入札の結果、落札者が決定しなかった場合は、令第１６７条の２第１項第８号の規定による随意

契約のための見積り合わせは行わない。 



 

９ 入札の無効 

本公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札及び入札後資格審査用一般競争

入札参加申請書又は入札参加資格審査書類に虚偽の記載をした者のした入札は無効とし、無効の入札

を行った者を落札者としていた場合には、落札決定を取り消すものとする。 

また、落札者決定時点で前記２(1)に掲げる要件を満たさない者のした入札及び前記２(2)に掲げる

者のした入札は、無効とする。 

なお、金額その他重要事項の記載が不明確な入札（修正可能な筆記用具の使用等）は、無効とする。 

 

１０ 入札参加資格の確認・落札者の決定等 

(1) 落札者については、開札後、落札決定を保留し、入札を行った者のうち、最低制限価格以上予定

価格以下の範囲内で最低の価格を提示した者（以下「落札候補者」という。）について入札参加資

格の有無を審査し、決定するものとする。 

(2) 入札参加資格審査書類の提出 

落札候補者は、下記の入札参加資格審査書類を入札日（開札日）の翌日（休日条例に規定する休

日を除く。）午後５時までに総務部管財課へ持参提出すること。ただし、状況により、入札日（開

札日）の翌日（休日条例に規定する休日を除く。）以降に期限を定めて、落札候補者から順に低い

価格を提示した者の中から、入札参加資格審査書類の提出を求める場合がある。 

なお、入札参加資格審査書類を期限内に提出しない者のした入札は、入札参加資格のない者のし

た入札とみなし無効とする。 

① 配置予定の技術者に関する調書 

② 建設業許可通知書又は建設業許可証明書の写し。ただし、特定建設業の許可が必要な場合にあ

っては、特定建設業許可通知書又は特定建設業許可証明書の写し 

③ 経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の写し 

④ 配置予定の技術者が有する資格を証するもの（合格証明書等）の写し。なお、監理技術者につ

いては、監理技術者資格者証（表裏両面）及び監理技術者講習修了証の写し。ただし、監理技術

者講習修了証については、監理技術者資格者証の裏面に講習修了履歴が記載されている場合は提

出不要とする。 

⑤ 配置予定の技術者の健康保険被保険者証の写し、健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決

定通知書の写し、賃金台帳等の写しのうち、いずれか１通 

⑥  ハローワークを通じた新規雇用の技術者を配置予定の場合は、ハローワークの紹介状の写し 

(3) 入札参加資格の審査は、開札日の翌日から起算し、原則として４日以内（休日条例に規定する休

日を除く｡）に行うものとする｡ 

(4) 入札参加資格の審査の結果、落札候補者が入札参加資格を有していない場合には、当該落札候補

者の入札を無効とする。 

(5) 上記(2)のなお書き又は(4)により、落札候補者の入札を無効とした場合は、次順位価格を提示し

た者を新たな落札候補者とし、入札参加資格の審査を行うものとする。 

(6) 上記(5)の場合において、次順位価格を提示した者の入札が無効となったときは、次順位価格か

ら順に低い価格を提示した者について、上記(5)の内容を準用する。 

(7) 上記(1)又は(5)（上記(6)において準用する場合を含む。）の審査の結果、当該落札候補者につい

て入札参加資格を有していると認めたときは、その者を落札者と決定するものとする。 

(8) 郵送及び電報による入札は、認めない。 

(9) 落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の消費税及び地方消費税に相当

する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）を

もって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか否かを問

わず、見積もった契約希望金額から消費税及び地方消費税に相当する額を控除した金額を入札書に



記載すること｡ 

(10)  本入札公告に係る工事については、手持ち工事に加算しない。 

 

１１ 入札参加資格の審査結果の通知 

入札参加資格審査書類を提出した者の審査結果については、一般競争入札参加資格審査結果等通知

書により通知する（この通知は、ファクシミリ又は電子メールにより行う。）。 

 

１２ 入札結果の公表 

入札参加資格の審査が終了し、本入札の結果が確定した場合は、その結果を市役所閲覧室及び市の

ホームページで公表する（前記１０(3)等の落札者の決定状況により、日数を要する場合がある。）。 
 http://www.city.ishinomaki.lg.jp/d0020/d0010/d0030/index.html 

 

１３ 契約保証金に関する事項 

契約規則第２５条及び第２６条の規定による。 

 

１４ 配置予定の技術者の確認 

落札決定後、配置予定の技術者について配置違反の事実が確認された場合、契約を結ばないことが

ある。 

なお、この工事の施工に当たって、申請書に記載した配置予定の技術者を変更できるのは、病休、

死亡、退職等極めて特別な理由に限るものとし、該当理由により、やむを得ず変更する場合は、前記

２(1)④に掲げる基準を満たし、かつ、当初の配置予定の技術者と同等以上の者を配置しなければなら

ない。 

また、配置予定の技術者の雇用関係及び専任期間等については、監理技術者制度運用マニュアル（平

成２８年１２月１９日国土建第３４９号）に基づき適正に配置すること。 

 

１５ その他 

(1) 石巻市建設工事等競争入札参加心得（平成１７年石巻市告示第１８９号）を遵守すること。 

http://www.city.ishinomaki.lg.jp/cont/10105000/3449/H29.5.1kokoroe.pdf 

(2) 落札者は、この工事に係る請負契約を締結した後において、入札が契約規則第１３条第４号に

該当する行為によるものであったことが明らかになったときは、当該契約金額の１００分の２０

に相当する額の損害賠償金を支払わなければならない。 

(3) 実際に生じた本市の損害額が上記(2)の規定による損害賠償金を超える場合は、その超える額に

つき、なお請求をすることを妨げない。 

また、本規定は上記(2)の規定により落札者が損害賠償金を支払った後においても適用する。 

  (4)  旧税率で契約した案件で、工期延長等により新税率の適用が必要となった場合には、変更契約 

   により対応するものとする。 

 (5) 詳細又は不明な点については、石巻市総務部管財課契約グループに照会のこと。 

 

（電話:0225-23-6611、23-6612 FAX:0225-22-4995） 

http://www.city.ishinomaki.lg.jp/d0020/d0010/d0030/index.html
http://www.city.ishinomaki.lg.jp/cont/10105000/3449/H29.5.1kokoroe.pdf

